日本のエネルギー・発電の供給量割合（2016/05/18）

（出所）経済産業省エネルギー庁「エネルギー白書2016」
https://sustainablejapan.jp/2016/05/18/electricity-proportion/13961
　経済産業省エネルギー庁が発表している「2016年度エネルギー白書」のデータ。この表は、一般電気事業者が、石油、石炭、天然ガス、原子力、水力、再生可能エネルギー（風力、地熱、太陽光など）で、どの程度の発電を行っているかを示している。一般電気事業者とは、「電力会社」10社（北海道電力、東北電力、東京電力、北陸電力、中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力）を指す。日本の発電の歴史は、主要電源は、1965年頃までは水力、1973年の第一次オイルショックまでは石油、そしてその後は石油に変わって石炭とLNG、そして原子力が担っている。2011年の東日本大震災以降は、原子力発電の割合がほぼゼロにまで減り、その減少分の大半をLNGがカバーしている。

　2014年時点で、割合が最も大きなものがLNGで46.1%、その他、石炭と石油を合わせた火力発電で、実に87.7%を占める。火力発電の割合は、2009年当時は61.7%だった。この急速な火力発電依存の背景には、ご存知の通り原子力発電所の稼働停止がある。
　水力発電は一般水力と揚水発電を合わせて9.0%。一方、再生可能エネルギーは3.2%。2009年当時は1.1%だったので、2.2%伸びたが、それでも割合は非常に小さい。政府の電力固定価格買取制度導入以降、学校や民間などで積極的な再生可能エネルギーの導入があったが、今回のデータは電力会社だけが対象となっているので、電力事業者への売電ではない自家消費分は反映されていない。
　発電総量が2010年以降減少している東日本大震災から約4年経ち、市民の生活にはほぼ節電の印象はなくなったが、電力会社の発電総量は当時には戻ってない。日本が発電量を減らしながら持ちこたえている背景には、企業による節電努力があるだろう。2015年末の気候変動枠組み条約パリ条約で化石燃料、とりわけ石炭火力発電からの脱却が世界的なトレンドとなる中、日本では石炭火力発電の割合が2012年の27.6%から2013年の31.0%へと増加している。
いろいろな再生可能エネルギーのコストの比較（2010-2014）[image: image2.png]E.S. 1:THE LEVEUSED COST OF ELECTRICITY FROM UTILITY-SCALE RENEWABLE TECHNOLOGIES, 2010 anp 2014
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再生可能エネルギー
　再生可能エネルギーは、太陽光発電（PV）、太陽熱発電（CSP）、風力発電、地熱発電、潮力発電、バイオマス発電、水力発電などを全て含む。一方で新エネルギーは、再生可能エネルギーから大規模水力発電、フラッシュ方式地熱発電、空気熱発電、地中熱発電を除いたものを指す。
電力問題の2つのテーマ

1. ピーク電力需要の削減（ピークシフト・ピークカット）
2. 電力コストの削減（再生可能エネルギーの技術革新）

ピーク電力需要の削減とは、1年や1日の中で最も電気を必要とする時間帯の電気使用量を減らすということ。基本的には夏の昼間が最も電力需要が大きく、春秋の夜は電力需要が著しく低下する。すなわち1日をかけて電力消費量を減らす必要はなく、ピーク時の電力需要を削減できれば発電容量を大きくする必要がなくなる。そこでピークシフトとピークカットという考え方が出てくる。ピークシフトとはピーク時に節電しピーク時でないとき電気を使うという電力需要の差を平準化する試み。その方策としては、ピークでないときに蓄電してピーク時に使用するという供給側の対策と、電気料金を時間帯ごとに変えピーク時に高くそれ以外に安くすることで利用者のピーク時以外利用を促すという需要側の対策の2つがある。ピークカットとは節電技術を開発・導入して常時電力を下げるという方法と、ピーク時に活用できる太陽光発電などを利用してピーク時の商用発電量を減らすという方法がある
一方で、電力コスト削減の突破口は技術革新である。上述したように再生可能エネルギーのコストは年々大きく低下しており、これは開発している研究者やエンジニア、企業や研究機関の努力による。
